
自治が拓く新世紀

 「三位一体の改革」の影

響や税収の減少等により、

ますます厳しさが増す財政

環境の中で、昨年に続く緊

縮型にしなければなりませ

んでした。

　しかし、このような時代

だからこそ、住民の要求課

題を的確に捉え、判断し、

行政課題にしっかりと反映

させていくことも大事にな

っています。

　このようなことをふま

え、平成17年度の予算に

ついては、金山町総合発展

計画の達成を図るため、ソ

フト事業を重点化した、緊

縮型でありながらもメリハ

リのある編成となってスタ

ートしました。

【
予
算
　
町
の
行
政
を
運

営
す
る
た
め
に
、
税
金
や

そ
の
他
の
町
に
入
る
お
金

と
、
そ
れ
に
応
じ
た
お
金

の
使
い
方
を
、
年
度
（
一

年
）
ご
と
に
あ
ら
か
じ
め

決
め
た
計
画
】

【
歳
入
　
そ
の
年
度
内
に

町
の
会
計
に
は
い
る
お
金

の
こ
と
／
収
入
】

自
主
財
源
　
町
に
入
る
財

源
（
収
入
）
の
う
ち
市
町

村
が
そ
れ
ぞ
れ
主
体
的
に

収
入
で
き
る
お
金
の
分
類

依
存
財
源
　
収
入
の
う
ち

国
ま
た
は
県
か
ら
定
め
ら

れ
た
額
を
交
付
さ
れ
た
り

割
り
当
て
ら
れ
た
り
す
る

お
金
の
分
類

町
税
　
地
方
税
法
な
ど
で

定
め
ら
れ
た
基
準
に
よ
り

町
が
算
定
し
町
民
等
か
ら

納
入
し
て
い
た
だ
く
税
金

繰
入
金
　
町
が
運
営
す
る

そ
の
他
の
会
計
や
基
金
な

ど
か
ら
の
収
入
金

地
方
交
付
税
　
所
得
税
な

ど
国
に
納
入
さ
れ
た
税
金

の
中
か
ら
町
の
財
政
状
況

に
応
じ
て
交
付
さ
れ
る
お

金町
債
　
町
が
事
業
を
行
う

た
め
に
必
要
な
資
金
を
調
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人
材
育
成

　
我
が
町
の
次
世
代
を
に
な
う
青
少
年
が

主
体
的
に
活
動
で
き
る
た
め
の
支
援
策
や

環
境
の
整
備
を
図
る
と
と
も
に
、
少
子
化

対
策
、
そ
し
て
金
山
人
と
し
て
の
「
心
の

あ
り
方
」
な
ど
に
つ
い
て
、
町
を
挙
げ
て

考
え
、
そ
し
て
行
動
を
起
こ
し
ま
す
。

健
康
づ
く
り

　
町
民
誰
も
が
元
気
で
生
き
い
き
と
暮
ら

せ
る
町
づ
く
り
を
め
ざ
し
、
日
常
生
活
で

の
運
動
の
定
着
と
食
生
活
の
改
善
等
に
よ

る
健
康
運
動
が
町
民
運
動
と
し
て
具
現
化

で
き
る
よ
う
推
進
す
る
と
と
も
に
、
子
沢

山
・
健
康
長
寿
社
会
の
形
成
に
努
め
ま

す
。

産
業
振
興

　
基
幹
産
業
の
農
業
・
林
業
の
振
興
を
町

の
発
展
の
重
要
課
題
と
位
置
付
け
、
民
間

主
導
に
よ
る
商
品
の
高
付
加
価
値
化
や
地

元
農
産
物
等
の
活
用
に
着
目
し
た
新
た
な

販
路
開
拓
、
産
地
拡
大
を
目
指
す
と
と
も

に
、
第
２
次
・
第
３
次
産
業
の
振
興
策
と

併
せ
て
新
た
な
雇
用
の
創
出
を
図
り
ま

す
。

定
住
化
対
策

　
人
口
流
出
を
防
ぎ
、
若
い
世
代
の
定
住

化
を
促
進
す
る
た
め
に
、
宅
地
開
発
事
業

等
に
よ
る
よ
り
良
い
生
活
環
境
の
場
の
提

供
を
進
め
ま
す
。

◆
歳
　
入
◆

　
国
や
県
の
動
向
を
見
極
め
な
が
ら
、
最

近
の
経
済
・
雇
用
情
勢
を
考
慮
す
る
と
と

も
に
、
地
方
財
政
計
画
等
に
基
づ
き
算
定

し
ま
し
た
。

町
税
　
前
年
度
の
課
税
に
対
し
て
課
税
さ

れ
る
も
の
で
す
が
、
経
済
状
況
や
人
口
の

減
少
な
ど
が
影
響
し
て
、
前
年
度
に
比
べ

３
・
６
％
、
１
４
７
０
万
３
千
円
減
額
。

地
方
譲
与
税
　
国
庫
補
助
金
の
削
減
に
伴

っ
て
所
得
譲
与
税
が
増
加
す
る
た
め
に
、

前
年
度
比
２
０
・
１
％
、
１
３
５
０
万
円

の
増
額
。

地
方
交
付
税
　
国
の
地
方
財
政
計
画
で
示

さ
れ
た
方
針
に
基
づ
き
、
前
年
比
０
・
７

％
、
１
２
７
９
万
５
千
円
の
増
額
。

町
債
　
投
資
的
経
費
の
減
少
傾
向
の
中
で

大
型
事
業
が
な
い
た
め
に
前
年
比
４
５
・

１
％
、
１
億
７
８
５
０
万
円
の
大
幅
減

額
。

繰
入
金
　
財
源
補
填
の
た
め
、
財
政
運
営

基
金
７
千
万
円
、
地
域
福
祉
基
金
３
千
万

円
を
取
り
崩
し
て
繰
り
入
れ
。
２
８
％
、

４
６
０
８
万
３
千
円
の
減
。

◆
歳
　
出
◆

　
多
様
化
す
る
行
政
需
要
へ
の
適
切
な
対

応
に
配
慮
し
な
が
ら
、
経
費
の
節
減
合
理

化
を
基
本
に
し
て
、
予
算
の
投
資
的
効

果
、
効
率
性
、
重
要
性
、
緊
急
性
等
を
考

え
て
編
成
し
ま
し
た
。

町債  217,600千円（7,0％）

国庫支出金　　　　　
105,733千円（3.4％）

県支出金  123,626千円（4.0％）

その他　13,281千円（0.3％）

町税
393,068千円
（12.6％）

地方交付税
1,730,340千円
（55.4％）

依存財源
75.2％

自主財源
24.8％

分担金・負担金
　26,274千円（0.8％）
使用料・手数料
　49,476千円（1.6％）
繰入金
　118,458千円（3.8％）
繰越金
　50,000千円（1.6％）
諸収入
　138,644千円（4.4％）

地方譲与税
　80,500千円（2.6％）
地方消費税交付金
　53,000千円（1.7％）
自動車取得税交付金
　25,000千円（0.8％）

商工費
103,792千円（3.3％）

議会費  84,654千円（2.7％）

消防費
147,664千円（4.7％）

その他  12,296千円（0.4％）

義務的経費
47.6％

人件費
26.5％

総務費
417,270千円
（13.4％）

民生費
435,447千円
（13.9％）

衛生費
411,399千円
（13.2％）

農林水産業費
325,768千円
（10.4％）

土木費
272,248千円
（8.7％）

公債費
574,117千円
（18,4％）

教育費
340,345千円
（10.9％）

公債費
18.4％

物件費
14.3％

補助費
18.6％

一般行政費
38.6％

そ
の
他
　

8.4
％

投
資
的
経
費
　

5.4
％

そ
の
他
　

4.6
％

扶
助
費
  2.7％

扶
助
費
  2.7％

維持補修費  1.1％維持補修費  1.1％

科
目
別
配
分

性
質
別
分
類

・国民健康保険
　　6億7,326万円
　　（前年比  5.6％増）

・老人保健
　　6億7,143万円
　　（前年比  7.2％減）

・介護保険
　　4億12万円
　　（前年比  0.2％減）

・路線バス事業
　　1,405万円
　　（前年比  2.3％減）

・農業集落排水事業
　　5,850万円
　　（前年比  9.2％減）

・公共下水道事業
　　1億4,780万円
　　（前年比  6.3％増）

・水道事業（収益的収支）
　　2億230万円
　　（前年比  3.1％減）

・町立病院事業（収益的収支）
　　6億1,510万円
　　（前年比  0.2％減）

前年度に比べ6.5％
2億1,900万円の減額

前年度比　0.8％
2,246万4千円の減額

歳入

歳出

予
算
の
柱

一
般
会
計
の
概
要

一
般
会
計
の
概
要

ひ
と
く
ち
メ
モ

財政
用語


